
2 4       4      1

✓

✓

０１２ ３４５ ×××

鈴木　花子 　アンケートに回答した方の名前を記入してください

経理課　　 課長　　

メールアドレスがあれば記入してください

✓
✓

✓

商品サービス決済

１ １ ０

０ １ ５ ０ ０ １

記入例（法人のお客さま）



実質的支配者の判定STEP 3

STEP 3 に進む STEP 3 に進む

法人のお客さまの事業活動に支配的な影響力を有すると認められる方を指します。金融機関は、改正犯罪収益移転防止
法（2016年10月1日施行）に伴い、法人のお客さまの実質的支配者に関する情報（個人の場合は氏名・住所・生年月日
など、法人の場合は法人名・本社住所・設立年月日など）を確認させていただいております。

出資・融資・取引そのほかの関係を通じて事業活動に支配的な影響力を有すると認められている
個人または法人がいる。

直接または間接的に25％
を超える議決権を保有する
個人または法人がいる。

出資・融資・取引そのほかの
関係を通じて事業活動に支配
的な影響力を有すると認めら
れている個人または法人が
いる。（例：大口債権者、大口
出資者、会長・創業者等）

●個人の場合は、その方1名
のみが実質的支配者
●法人の場合は、下記「法人が議
決権を保有する場合」を参照

事業収益・事業財産の25％を超える配当・
分配を受ける権利がある個人または法人が
いる。

●個人の場合は、その方が実質的支配者
●法人の場合は、下記「法人が議決権を保有
する場合」を参照

●個人の場合は、該当する方全員が実質的支配者
●法人の場合は、下記「法人が議決権を保有
する場合」を参照

●個人の場合は、該当する
方全員が実質的支配者
●法人の場合は、下記「法人
が議決権を保有する場合」
を参照

●個人の場合は、該当する
方全員が実質的支配者
●法人の場合は、下記「法人が議
決権を保有する場合」を参照

法人を代表し、その業務を
執行する個人（代表取締役
等）が実質的支配者

法人が議決権を保有する場合

間接的に議決権の25％超を保有する事例

法人の実質的支配者の確認フロー

該当する法人が実質的支配者となります。 下記「間接的に議決権の25％超を保有する事例」を参考に、「　 に該当する法人」
または「個人の方」まで遡って実質的支配者を確認してください。

実質的支配者とは

病気等により、法人のお客さまを実質的に支配する意思又は能
力を有していない、または業務執行を行うことのできない個人
の方は実質的支配者に該当しません。
間接的に保有とは、個人の方が「議決権の50％超を保有する支
配法人」を通じてお客さまの議決権を保有していることを言い
ます。

資本多数決法人A

お客さまの法人形態が　　　 どちらに該当するかご確認ください。A B

C

資本多数決以外の法人B 合同会社、合名会社、合資会社、一般社団・財団法人、
学校法人、医療法人、社会福祉法人、宗教法人など

株式会社、有限会社、
投資法人、特定目的会社など

病気等により、法人のお客さまを実質的に支配する意思又は能力を有していない、または業務執行を
行うことのできない個人の方は実質的支配者に該当しません。

収益・財産の配分・分配の判定STEP 1

事業活動に支配的な影響力を有する方の判定STEP 2

STEP　 に進む2

注1

注2

注3

注3

直接または間接的に50％を超える議決権を保有する個人また
は法人がいる。注1 注2

注1 注2

事業収益・事業財産の50％を超える配当・分配を受ける権利がある個人または法人がいる。 注3

STEP 1　　　   で該当する実質的支配者はいない。

C D該当する法人の形態が　　　どちらに該当するかご確認ください。

C 「国」「地方公共団体」「独立行政法人」「上場企業」「上場企業の子会社」に該当する場合 D C　 に該当しない場合

②間接保有26％保有

直接保有分①20％＋
間接保有分②26％＝46％｠

①直接保有
20％保有

事例 2 実質的支配者はC氏
（議決権46％）

実質的支配者C氏
50％超保有

法人B

お客さま

法人を代表し、その業務を執行する個人（代表
理事、代表者社員等）が実質的支配者。

該当するすべての方が実質的支配者。

●個人の場合は、該当する方全員が実質的支配者
●法人の場合は、下記「法人が議決権を保有
する場合」を参照

STEP 2　　　   で該当する実質的支配者はいない。

　　　　　　　　    ともに、
実質的支配者に該当する方がいない
STEP 1 STEP 2

はい いいえ はい いいえ

はい いいえ

はい いいえ

はいはい いいえいいえ

コード 国・地域名（和名） コード 国・地域名（和名） コード 国・地域名（和名）

■ 国・地域コード一覧

309
182
319
120
130
414
334
201
303
324
520
122
146
177

アイルランド
アラブ首長国連邦
イタリア
インド
インドネシア
ウガンダ
英国
オーストラリア
オーストリア
オランダ
カナダ
カンボジア
韓国
シンガポール

331
330
329
108
181
180
605
110
314
183
222
160
317
161

スイス
スウェーデン
スペイン
スリランカ
タイ
台湾
チリ
中国
ドイツ
トルコ
ニュージーランド
パキスタン
ハンガリー
バングラデシュ

170
603
312
555
125
326
119
150
529
462
123
000

フィリピン
ブラジル
フランス
米国
ベトナム
ポーランド
香港
マレーシア
メキシコ
モロッコ
ラオス
その他

コード 通貨名 コード 通貨名

■ 通貨コード一覧

001
002
003
004
005
006
007
008
009
010
011
012
013
014

USD-米･ドル
GBP-英･ポンド
JPY-日本円
CAD-カナダ･ドル
CHF-スイス・フラン
SEK-スウェーデン･クローナ
EUR-ユーロ
IDR-インドネシア・ルピア
PHP-フィリピン・ペソ
TWD-台湾・ドル
THB-タイ・バーツ
AUD-オーストラリア・ドル
HKD-香港・ドル
INR-インド・ルピー

015
016
017
018
000

CNY-人民元
KRW-韓国・ウォン
SGD-シンガポール・ドル
NZD-ニュージーランド・ドル
その他

　　　　　　　   のいずれか、
または両方に実質的支配者がいる
STEP 1 STEP 2

A氏がB社に対する議決権の50%超を
保有する場合、A氏はお客さまに対し
て間接的に議決権を保有（出資）して
いると見なします。

事例 1 実質的支配者はA氏
（議決権26％）｠

実質的支配者A氏
50％超保有

法人B
間接保有 26％保有

お客さま

STEP　 に進む2

OVL
AI0129OUF2　AI0130OUF2　（版内容同一）

切
り
取
ら
な
い
で
く
だ
さ
い
。

※実質的支配者の詳細については、右の図をご参照ください。
※2人目・3人目がいない場合は、2人目・3人目の欄は記入不要です。
※区分については実質的支配者が該当する属性区分を選択してください。
　（注）上場企業等…上場企業、上場企業の連結子会社　　国または地方公共団体等…国、地方公共団体、独立行政法人、それらの設立する公立学校など

生年月日 / 設立年月日

年 月 日

出資比率（間接保有）
記入任意

01.個人

議決権の25％超を保有する者/収益・
財産の25％超の配当・分配を受ける者

事業活動に支配的な影響を有する者
代表権を有する者

日本

日本以外

本紙右面の
■ 国・地域コード一覧 より該当
するコードを記入してください。
「000 その他」を選択時は下欄
に国名を記入してください。

02.法人（上場企業等に限る） 03.国または地方公共団体等 区分

名前

住所

法人
(お客さま)
との関係性
出資比率 ( 直接保有 )

% %

居住国・
所在国

フリガナ

〒

記入任意

実
質
的
支
配
者
1
人
目

生年月日 / 設立年月日

年 月 日

出資比率（間接保有）
記入任意

01.個人

議決権の25％超を保有する者/収益・
財産の25％超の配当・分配を受ける者

事業活動に支配的な影響を有する者
代表権を有する者

日本

日本以外

本紙右面の
■ 国・地域コード一覧 より該当
するコードを記入してください。
「000 その他」を選択時は下欄
に国名を記入してください。

02.法人（上場企業等に限る） 03.国または地方公共団体等 区分

名前

住所

法人
(お客さま)
との関係性
出資比率 ( 直接保有 )

% %

居住国・
所在国

フリガナ

〒

記入任意

実
質
的
支
配
者
2
人
目

生年月日 / 設立年月日

年 月 日

出資比率（間接保有）
記入任意

01.個人

議決権の25％超を保有する者/収益・
財産の25％超の配当・分配を受ける者

事業活動に支配的な影響を有する者
代表権を有する者

日本

日本以外

本紙右面の
■ 国・地域コード一覧 より該当
するコードを記入してください。
「000 その他」を選択時は下欄
に国名を記入してください。

02.法人（上場企業等に限る） 03.国または地方公共団体等 区分

名前

住所

法人
(お客さま)
との関係性
出資比率 ( 直接保有 )

% %

居住国・
所在国

フリガナ

〒

記入任意

実
質
的
支
配
者
3
人
目

「01.資本多数決法人」または「02.資本多数決以外の法人」の場合、お客さまの実質的支配者(最大3人)の情報について記入してください。!

STEP 5 お客さまの法人形態を1つ選択してください。

01.資本多数決法人（株式会社、有限会社、投資法人、特別目的会社 など）
02.資本多数決以外の法人（合同会社、合名会社、合資会社、一般社団・財団法人、医療法人、社会福祉法人、  
学校法人、宗教法人 など）

03.法人格の無い団体
04.国等（国、地方公共団体、独立行政法人、公立学校 など）または上場企業

法人形態

印字（マージン周辺）
9
9
9
 
9
9
9
9
9
9
9
9
9

9
9
9
9
9
9
9
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　めぶき　たろう

　芽吹　太郎

✓

茨城県水戸市××町〇丁目△番

　３１０　—　××××

　１９７０ 　１１　    １

✓

✓

　１００

⇒
右
記
の
フ
ロ
ー
図
を
参
考
に
、
お
客
さ
ま
の
実
質
的
支
配
者
を
特
定
し
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

✓
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